
- 1 - 

 

小項目ごとの検証・確認における論点整理 

 
自己評価の区分 判断の目安 

Ⅳ 年度計画を上回っている 計画の実施状況が100％超 

Ⅲ 概ね年度計画どおり実施している 計画の実施状況が90％超100％以下 

Ⅱ 年度計画を下回っている 計画の実施状況が60％超90％以下 

Ⅰ 年度計画を大幅に下回っている 計画の実施状況が60％以下 

地方独立行政法人岐阜県立多治見病院 

項

目

№ 

H23年度計画 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 評価委員会の検証 

業務実績、 

自己評価の説明、特筆すべき事項 

自己 

評価 
論  点 検  証（案） 

02 （２）長時間勤務の改善等働きやすい環境の整備 

・ コメディカル部門のうち放射線業務及び臨床検

査業務について非常勤職員を配置し、夜間・休日

の勤務における二交代制を導入する。これにより

職員一人あたりにかかる負担が軽減され、労働環

境の改善が見込まれる。 

・ 院内保育所については、近隣病院の運営状況を

参考に保育対象年齢の見直し、病児保育、夜間保

育の早期実現を目指す。また、それに対応できる

だけの保育士数を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）長時間勤務の改善等働きやすい環境の整備  

・ 臨床検査業務について平成２３年４月１日から

非常勤職員３名を配置し、夜間・休日の勤務にお

ける二交代制を導入した。臨床検査科全体で年間

３,８１７時間の時間外勤務縮減を達成した。 

・ 放射線業務については、高精度放射線治療機器

の運用と合わせ二交代制勤務の導入に向け平成

２４年４月１日採用の職員６名を内定した。これ

により時間外勤務の縮減の効果が期待される。 

・ 院内保育所については、平成２３年１０月１日

から病児保育を開始した。また、夜間保育のニー

ズを把握するために全看護職員を対象とした調

査を実施した。 

 

【院内保育所の運営状況】   （各年度末時点）  

区分＼年度 Ｈ２２ Ｈ２３ 

入所者数 ３７人 ４４人 

保育士数 １０人 ９人 
 

Ⅲ 
評価の検討 

「Ⅲ」→「Ⅳ」 

 年度計画では、院内保育所における病児保

育、夜間保育については早期実現を目指すとの

記載であるが、平成２３年度中に病児保育が開

始されており、計画以上に実施されていると評

価できる。 

 

「Ⅲ」のまま 

 病児保育、夜間保育の早期実現を目指すこと

は、年度計画に記載された事項であり、病児保

育が開始されてからといって、それを以って年

度計画を上回るものとはいえない。 

 

 

「Ⅳ」 

 夜間保育の早期実現に向けた検討を行うに

とどまらず、平成２３年度中に病児保育が開始

されており、計画以上に実施されていると評価

できる。 

07 （７）医療安全対策の充実 

・ 医療の質および安全の確保のため毎月医療安全

管理委員会を開催し、インシデント、アクシデン

トレポートの集積分析を行う。その分析結果を活

用して医療安全部、医療安全管理委員会の活動を

通じて全職員に周知啓蒙し、組織横断的に積極的

（７）医療安全対策の充実 

・ インシデント・アクシデントレポートの集積分

析を毎月行い、医療安全部会で検討し、医療安全

管理委員会の活動を通じて全職員に周知した。イ

ンシデントレポートは平成２２年度１６６件／

月、平成２３年度２２０件／月と報告件数の増加

Ⅲ 
評価の検討 

「Ⅲ」→「Ⅳ」 

 インシデントレポートが平成２２年度の１，

９９１件（１６６件／月）から平成２３年度は

 

 

「Ⅳ」 

インシデントレポートの増加は年度計画に

記載された事項ではないが、平成２２年度と比

資料５－１－２ 
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項

目

№ 

H23年度計画 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 評価委員会の検証 

業務実績、 

自己評価の説明、特筆すべき事項 

自己 

評価 
論  点 検  証（案） 

に医療安全について働きかけを行う。 

・ 専従の医療安全管理者、リスクマネージャーの

活動を支援して計画的に医療安全に関する活動

を充実させる。 

・ 院内研修会（外部講師や職員によるシンポジウ 

ム等）を年２回行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がみられている。医療安全管理委員会では、医療

安全対策に重要なインシデント事例（３～６事例

／月）の検討を行った。 

 

【インシデント・アクシデント件数】  

区分＼年度 Ｈ２２ Ｈ２３ 

インシデント 1,991件 2,642件 

アクシデント 19件 21件 

合計 2,010件 2,663件 

 

・ マニュアルの改訂などを通して全職員に注意喚

起を周知した。内容によっては現場の負担を軽減

させつつ、患者の安全を確保するための具体的な

方法を提示するために小委員会を結成し対応し

た。 

・  医療安全管理者は、現場をラウンドするなど積

極的に情報収集を行い、医療安全部のスタッフが

連携して問題解決に取り組んでいる。 

・   幹部会議において早期にインシデント、アクシ

デントについての問題点や解決策などを協議し

ている。 

・  看護部では、リスクマネージャーに対し、積極

的に研修会を開催し、活動を支援している。 

・ 医療安全研修会を開催し、内容を録画のうえ各

部署で伝達講習を行った。 

 

【医療安全研修会開催実績】  

開催日 テーマ 参加人数 

９月２９日 

せん妄状態の早期発見と対応について 

～それぞれの立場での、せん妄患者の対

応と実際～ 

１４６人 

２月 ２日 
医療メディエーション 

～日常診療から医療紛争まで～ 
３２８人 

 

２，６４２件（２２０件／月）と大幅な件数増

加がみられ、医療安全対策の充実に大きく貢献

したものと考えられ評価できる。 

 

「Ⅲ」のまま 

インシデントの件数を増やすことは、年度計

画に記載された事項ではないため、年度計画を

上回るものとはいえない。 

べ大幅な件数増加となっており、医療安全対策

の充実に大きく貢献したものと考えられ評価

できる。 
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項

目

№ 

H23年度計画 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 評価委員会の検証 

業務実績、 

自己評価の説明、特筆すべき事項 

自己 

評価 
論  点 検  証（案） 

17 （１）近隣の医療機関との役割分担の明確化と連携

強化による紹介率・逆紹介率の向上 

・ 年４回開催予定の地域医療連携推進協議会を通

じ、５大がんの連携パスについて運用の充実を図

り、生活習慣病関連の連携パスについて、パス構

築の準備、医師会への理解を求めていく。 

・ 当院が二次医療病院であることを地域の医療機 

関や住民に周知することにより、紹介率６０％、 

逆紹介率７５％以上の確保を目指す。 

・ 高度機器、開放病床の利用についても引き続き

利用拡大を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）近隣の医療機関との役割分担の明確化と連携 

強化による紹介率・逆紹介率の向上 

・ 地域医療連携推進協議会を年４回開催し、地元

医師会長をはじめとする関係者に、大腿骨頚部骨

折、脳卒中、５大がん、新たにスタートした狭心

症・心筋梗塞についての地域連携パスの普及促進

について理解と協力を求めた。また、糖尿病の地

域連携パス構築に向け、意見聴取を行った。 

・ 登録医を対象とした訪問活動や、ホームページ

による情報発信を行い、医療機関や住民に対し、

当院が急性期病院であること、かかりつけ医との

連携により、地域医療の向上を目指すことをＰＲ

した。紹介率、逆紹介率ともに高水準を維持する

ことができた。 

【紹介率・逆紹介率】 

区分＼年度 Ｈ２２ Ｈ２３ 

紹介率 ６０.２％ ６２.７％ 

逆紹介率 ７９.２％ ８３.８％ 

 

・ 高度機器利用については、電話予約の採用や当

日予約枠の新設により、開放病床利用について

は、登録医が電子カルテを利用できるようシステ

ム改修したことにより、利用しやすい体制を整え

た。あわせて登録医を中心とした訪問活動を通じ

てＰＲし、利用を促した。 

【高度機器利用の年度比較】 

区分＼年度 Ｈ２２ Ｈ２３ 

ＣＴ ５８０件 ６１０件 

ＭＲＩ ５４７件 ５４８件 

【開放型病床利用の年度比較】 

区分＼年度 Ｈ２２ Ｈ２３ 

医科 ０件 ４件 

歯科 ８件 １０件 
 

Ⅲ 
評価の検討 

「Ⅲ」→「Ⅳ」 

 計画を大きく上回る実績は挙げられていな

い。しかし、紹介率・逆紹介率の向上に関する

項目については年度計画の目標値を平成２２

年度と比べ高いものに設定しており、目標値を

達成したという点は非常に評価できる。 

 

「Ⅲ」のまま 

近隣の医療機関との役割分担の明確化と連

携強化による紹介率・逆紹介率の向上に関する

年度計画はすべて達成されているが、計画を大

きく上回るものとはいえない。 

 

 

「Ⅳ」 

紹介率・逆紹介率の向上に関する項目につい

ては年度計画の目標値を平成２２年度と比べ

高いものに設定しており、目標値を達成したと

いう点は非常に評価できる。 
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項

目

№ 

H23年度計画 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 評価委員会の検証 

業務実績、 

自己評価の説明、特筆すべき事項 

自己 

評価 
論  点 検  証（案） 

23 （４）がん診療拠点 

・ がん地域連携クリニティカルパスの運用拡大を

図る。 

・ 最先端の放射線機器導入に向けて治療棟を建設

整備し、スタッフの研修を進める。 

・ 地域の医師を対象とした緩和ケア研修を開催す

る。 

・ 昨年度に引き続き院内キャンサーボードの質

的・量的充実を目指す。（年３回以上開催する予

定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）がん診療拠点 

・ がん地域連携クリニカルパスの運用促進のため

の啓蒙活動を行った。 

平成２３年度パス運用実績３例（前年度０例） 

・ がん治療成績の向上と患者負担の軽減のため

に、高精度放射線治療装置の導入を決定し、治療

棟建築に着工した。 

・ 地域医療従事者を対象とした緩和ケア勉強会を

月１回開催した。 

・ 院内・院外職員を対象にキャンサーボードを６

回開催し、がん患者の症状、状態および治療方針

等にかかる意見交換を行った。 

・ がん相談に関しては、電話相談３０件、面接相 

談１９３件の相談を受け付けた。 

 

【がん患者（入院）等の状況】 

項目＼年度 Ｈ２２ Ｈ２３ 

患者数  1,338人 1,274人 

手術件数 1,052件 1,025件 

化学療法件数   884件 779件 

放射線施行回数  3,804件 3,177件 
 

Ⅲ   

 

東濃地域のがん連携拠点病院として最先端

の放射線治療機器を導入したことは、患者ニー

ズにあったがん治療を推進していると考える

が、不採算とならないよう運営努力を図られた

い。 

25 （６）緩和ケア 

・ 開設から１年が経過し、看護体制が軌道に乗っ

たことから、今年度はさらに緩和ケア病棟の運用

を推進し、受け入れ入院患者の増加を目指す。 

・ 地域との連携を引き続き構築する。 

 

 

 

 

 

 

（６）緩和ケア 

・ がん看護専門看護師を２名に増員した。 

・ 入院患者数が前年度よりも増加した。 

・ 地域医療施設を対象とした講演会や、勉強会及び 

学会発表を積極的に行った。 

 

【緩和ケアの患者動向】 

区分＼年度 Ｈ２２ Ｈ２３ 

入院患者数  2,332人  3,777人 

外来患者数 72人 101人 
 

Ⅲ 
評価の検討 

「Ⅲ」→「Ⅳ」 

 受け入れ入院患者が平成２２年度の２，３３２

人から平成２３年度は３，７７７人と大幅な増加

がみられ、計画以上に実施されていると評価でき

る。 

 

「Ⅲ」のまま 

受け入れ入院患者数の大幅な増加はみられる

が、緩和ケア病棟は開設（平成２２年６月）され

 

 

「Ⅲ」 

 緩和ケア病棟は平成２２年６月に開設されてお

り、それ以前の２か月間患者がいなかったことや

患者数は徐々に増加することを考えると、年度計

画を上回っているとは言えない。 
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項

目

№ 

H23年度計画 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 評価委員会の検証 

業務実績、 

自己評価の説明、特筆すべき事項 

自己 

評価 
論  点 検  証（案） 

て間もないことから、必ずしも受け入れ入院患者

が大幅に増加したとは言い切れない。 

29 （１）公開講座、医療相談会等の定期的開催 

・ 一般市民向けの公開講座や医療に関する相談会

を定期的に開催し、保健医療・各種福祉制度に対

する情報の提供や発信を行う。 

○市民公開講座 

   平成２３年度も一回以上、より市民の関心度

が高いテーマを厳選し、開催する。 

 

・ 東濃支部ソーシャルワーカー研修会（情報交換

会）を継続していくとともに、この研修会で得ら

れた情報を患者や家族の医療相談に活用してい

くよう努めていく。また、今年度も難病福祉相談

会に福祉相談員として参加する。 

（１）公開講座、医療相談会等の定期的開催  

・ 一般市民を対象とした公開講座を８月と９月に

開催した。 

○市民公開講座 

  平成２３年９月２３日、多治見市文化会館にて

「救急医療」をテーマに市民公開講座を開催し、

８９人の参加者があった。 

○緩和ケア市民公開講座 

 平成２３年８月６日、多治見市文化会館にて 

「いのちのバトンタッチ」をテーマに、緩和ケア

市民公開講座を開催し、１２４人の参加者があっ

た。 

・ １１月１３日に開催した病院秋祭りにおいて無

料健康相談を行った。 

・ 東濃地域の医療相談員と協力し、東濃支部ソー

シャルワーカー研修会（情報交換会）を２ヶ月に

１度開催した。１０月には当院を会場に地域の医

療相談員を集めて開催した。この研修会で得られ

た情報を患者や家族の医療相談に活用している。 

Ⅲ   

 

病院秋祭りにおいて無料健康相談を行ったこと

は大変評価できる。継続して実施されたい。 

35 （１）地域医療水準の向上 

・ 地域医療連携推進協議会を年４回開催し、紹介

率については６０％、逆紹介率については７５％

以上の達成を目指す。また、開放型病床を有効に

活用し、登録医との共同診療を行う。 

・ 定期的に医療連携講演会及び症例検討会を開催

し、地域医療の質の向上に努めていく。 

・ 東濃地域周産期母子医療センターとして、東濃 

地域の産科医との「お産ネットワーク」を結び、 

密接な連携のもと、小児科医と共にハイリスクの 

周産期医療を引き続き推進する。 

(１）地域医療水準の向上  

・ 四半期に１度のペースで開催した地域医療連携

推進協議会を通じ、医師会長をはじめとする関係

者に医療連携の推進、高度医療機器、開放型病床

の利用を呼びかけた。 

【高度医療機器の共同利用実績】 

機器名 Ｈ２２ Ｈ２３ 

ＣＴ ５８０件 ６１０件 

ＭＲＩ ５５０件 ５４８件 

ＲＩ １５６件 １６９件 

ＰＥＴ ９０件 ９２件 

 

・ 医療連携講演会、症例検討会等を開催し、地域

医療の質の向上に努めた。 

・ 東濃地域周産期母子医療センターとして、東濃 

Ⅲ   

 

 今後は開放型病床の利用率を記載するととも

に、利用率の向上に努力されたい。 
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項

目

№ 

H23年度計画 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 評価委員会の検証 

業務実績、 

自己評価の説明、特筆すべき事項 

自己 

評価 
論  点 検  証（案） 

地域の産科医との「お産ネットワーク」を結び、

ハイリスクの周産期医療に対し、２４時間３６５

日体制で、安心して出産ができる環境の維持に努

めた。 

 

36 （２）医師不足の地域の医療機関やへき地医療機関

への診療支援など人的支援 

・ 昨年度に引き続き、国民健康保険上矢作病院へ 

医師と研修医を、総合病院中津川市民病院へ医師 

を派遣するとともに、要望のある医療機関に対す 

る診療支援を行う。 

 

 

 

 

 

（２）医師不足の地域の医療機関やへき地医療機関 

への診療支援など人的支援  

・ 国民健康保険上矢作病院へ週１回、医師を派遣

し支援を行った。 

 

【他の医療機関への人的支援の状況】（延べ日数）  

派遣先 

医療機関名 

（診療科） 

Ｈ２２ Ｈ２３ 

国保上矢作病院 ９４日 １００日 
 

Ⅲ 
評価の検討 

「Ⅲ」→「Ⅱ」 

 大学による医師の引き上げというやむを得ない

事情ではあるものの、中津川市民病院へ医師の派

遣ができなくなったことは年度計画を下回るもの

である。 

 

「Ⅲ」のまま 

 中津川市民病院へ医師の派遣ができなくなった

のは、大学による医師の引き上げというやむを得

ない事情であり致し方ない。 

 

 

「Ⅱ」 

 大学による医師の引き上げというやむを得ない

事情ではあるものの、中津川市民病院へ医師の派

遣ができなくなったことは年度計画を下回るもの

である。 

39 （１）大規模災害発生時の災害派遣医療チーム（Ｄ 

ＭＡＴ）の派遣  

・ 厚生労働省医政局の要請により常時災害派遣医

療チーム（ＤＭＡＴ）を派遣できる体制をとる。 

（１）大規模災害発生時の災害派遣医療チーム（Ｄ 

ＭＡＴ）の派遣  

・ 厚生労働省医政局の要請により常時災害派遣医

療チーム（ＤＭＡＴ）を派遣できる体制をとった。 

・ 東日本大震災の被災地を支援するため、平成２ 

２年度末の災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）等の 

活動に引き続き、医師、看護師、薬剤師、事務職 

員で構成された医療救護班（計３班）を宮城県へ、 

精神科医、看護師で構成された心のケアチームを 

福島県へ派遣し、避難所での診療や精神面のケア 

を行った。 

Ⅲ 
評価の検討 

「Ⅲ」→「Ⅳ」 

 日常の診療に加えて突発的な大規模災害の

応援要請に迅速に対応し、医療支援を実施した

ことは評価する。 

 

「Ⅲ」のまま 

計画どおり派遣されたものであり、計画を上

回る実績とは言えない。 

 

 

「Ⅳ」 

 日常の診療に加えて突発的な大規模災害の

応援要請に迅速に対応し、医療支援を実施した

ことは評価する。 

 

 

 

 

45 （５）時差出勤制度の導入 

・ 女性医師を中心とした希望者に対し、時差出勤 

や短時間勤務などの利用を進め、勤務の負担軽減 

を図ることで、積極的な病院運営参画を促す。 

（５）時差出勤制度の導入 

・ 女性医師1名に短時間勤務制度(週20時間)を 

適用し、ワークライフバランスを支援し、女性医 

師の離職防止を図った。 

Ⅲ 
評価の検討 

「Ⅲ」→「Ⅳ」 

 

 

「Ⅲ」 
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項

目

№ 

H23年度計画 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 評価委員会の検証 

業務実績、 

自己評価の説明、特筆すべき事項 

自己 

評価 
論  点 検  証（案） 

 時差出勤を積極的に推し進めることは評価でき

る。 

 

「Ⅲ」のまま 

時差出勤を積極的に推し進めることは評価でき

るが、年度計画を上回るものとはいえない。 

時差出勤を積極的に推し進めることは評価でき

るが、年度計画を上回るものとはいえない。 

49 職員の勤務意欲を高めるため、職員の実績や能力を

職員の給与に反映する公正で客観的な人事評価制度

の構築に向けて検討を行う。 

人事評価システムの構築に向けて、当院と同規模病

院の先進事例調査を行った。今後は、コンサルタント

への業務委託を含め、検討を進める。 

Ⅱ 
評価の検討 

「Ⅱ」→「Ⅲ」 

 年度計画には人事評価制度の構築に向けて検討

を行うとの記載があり、これに対応する形で同規

模病院の先進事例調査を行っていることから年度

計画は達成されている。 

 

「Ⅱ」のまま 

 同規模病院の先進事例調査は行われたが、より

具体的な検討が行われていない。 

 

 

「Ⅲ」 

 人事評価制度の構築に向けた個別具体的な検討

は行われていないが、同規模病院の先進事例調査

を行っていることから年度計画は達成されている

ものと考える。 

50 ・ 事務部門については、担当する業務に関する

専門的な研修に加え、事務部門が病院の経営管

理や人事・労務・給与等の内部管理といった多

岐にわたる業務を担当することから総合職とし

ての資質を高める基本的な研修制度を確立して

いく。また、専門性を持った外部人材の確保に

取り組む。 

・ 診療報酬請求事務に関する専門性向上のため、

診療情報管理士等の資格取得を支援するととも

に、業務委託しているレセプト点検・内査業務

にも職員が積極的に関与していく。 

・ 医事業務委託業者と連携し、委託業者の内部

職員向け研修へ病院職員が参加できる仕組みを

構築し、窓口業務から診療報酬請求業務まで、

事務部門職員の専門性向上を図る。 

○専門的な人材の確保 

・ 平成２３年４月１日付けで、病院職員の労働環

境を整備するため社会保険労務士 1 名を採用し

た。 

・ 平成２３年９月１日付けで、他の病院の事務経

験者1名を採用した。 

・ 平成２３年９月１日付けで、他の病院で相談業

務に従事していた者1名を採用した。 

○職員の資質向上対策 

・ 今年度から事務職員とコメディカル部門の職員

を対象として、新規採用者には月１回（３時限）

の基本的な研修を実施するとともに、新任の昇任

者については階級別の研修を課している。この中

で主査級職員６名については、３日間の民間企業

研修を行った。【基本研修】 

Ⅲ 

 

  

 

 事務職員の専門性を高める積極的な取組みが

非常に評価できる。 
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項

目

№ 

H23年度計画 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 評価委員会の検証 

業務実績、 

自己評価の説明、特筆すべき事項 

自己 

評価 
論  点 検  証（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 事務部門について宿泊研修を行い、県立３病院

の事務職員２２名が参加した。【専門研修】 

・  事務職員の専門性の向上を図るため、医事課職

員１名が診療情報管理士養成講座を、相談業務に

従事する職員１名が「精神保健福祉士」の通信教

育をそれぞれ受講し、２名とも資格を取得した。 

・ ＤＰＣコーディングの検証を主目的に毎月２回

程度実施している医師を中心とした検証作業に

事務局職員も参加し、知識向上に努めた。 

 

【事務職員の状況】    （各年度末時点） 

区分＼年度 Ｈ２２ Ｈ２３ 

プロパー職員 ８人 ２０人 

県派遣職員 ２３人 １５人 

合計 ３１人 ３５人 
 

55 「２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を

達成するためとるべき措置」で定めた計画を確実に

実施することにより、業務運営の改善及び効率化を

進めるなどして、中期目標の期間の最終年度まで

に、経常収支比率１００％以上及び職員給与費対医

業収益比率を５０％以下とすることを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療連携の強化による外来患者数の増加や診療 

単価の増などによる医業収益の増とともに、コンサ

ルタントを活用した価格交渉や契約方法の見直し

などの経費節減の努力によって、経常収支比率は１

０２．０％と目標を達成した。しかし、職員給与費

対医業収益比率については、７対１看護体制に向け

た看護師の増員等により５１.５％となった。 

 

【経常収支比率・職員給与費対医業収益比率】 

区分＼年度 Ｈ２２ Ｈ２３ 

経常収支 103.3％ 102.0％ 

職員給与費 49.5％ 51.5％ 
 

Ⅲ   

 

 職員給与費対医業収益比率が５０％を超えて

いるが、看護師確保を積極的に行い、中期計画期

間中に７対１看護体制を実現し、目標を達成され

たい。 

62 法人が岐阜県に対し負担する債務の償還を確実に

行う。 

 

 

 

 

企業債平成２３年度償還額（元本） 

９月    ２億 ３千 １百万円 

３月   ６億 ６千 ３百万円 

計    ８億 ９千 ４百万円 

 

【債務の償還状況（合計）】 

Ⅲ 
評価の検討 

「Ⅲ」→「Ⅳ」 

 計画通り県に対し負担する債務の償還を確実に

実施したことは評価できる。 

 

 

「Ⅲ」 

 業務実績としては順調であり、法人が岐阜県に

対し負担する債務の償還を確実に実施したが、そ
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項

目

№ 

H23年度計画 

年度計画に係る業務実績、法人の自己評価 評価委員会の検証 

業務実績、 

自己評価の説明、特筆すべき事項 

自己 

評価 
論  点 検  証（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （単位：百万円） 

年度 実績 計画 

22年 ９３２ ９３２ 

23年 ８９５ ８６１ 

24年  ５５８ 

25年  ６６８ 

26年  ６０５ 

中期計画期間計  ３,６２４ 

 

（内訳） 

移行前地方債償還債務    （単位：百万円） 

年度 実績 計画 

22年 ９３２ ９３２ 

23年 ８６１ ８６１ 

24年  ４４７ 

25年  ５５７ 

26年  ４９５ 

中期計画期間計  ３,２９２ 

長期借入金償還額      （単位：百万円） 

年度 実績 計画 

22年  ０ 

23年 ３４ ０ 

24年  １１１ 

25年  １１１ 

26年  １１０ 

中期計画期間計  ３３２ 
 

 

「Ⅲ」のまま 

計画通り県に対し負担する債務の償還を確実に

実施したことは評価できるが、年度計画を上回る

ものとはいえない。 

れ以上の実績は記載されていないため、年度計画

どおりであると判断する。 

 


